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研究成果の概要（和文）：　2016年に選挙権の年齢が18歳に引き下げられ、同時に選挙運動も18歳に引き下げら
れることになったが、本研究ではこのような状況下で問題となっている高校生の政治活動、高校生の選挙運動、
学校の政治的中立性について、憲法学的観点から考察し、高等学校教育段階における諸問題を明らかにするとと
もに、高校現場などへの提言を行った。高校公民科の新しい科目である「公共」、そして外国籍の生徒の政治へ
のアクセスについても、研究の射程を広げ、研究を実施した。

研究成果の概要（英文）： In 2016, the age of voting rights was lowered to 18 years ols.   At the 
same time, the campaign was also lowered to 18. The election campaign and the political neutrality 
of the school were considered from a constitutional point of view, and various problems in the high 
school education stage were clarified, and recommendations were made to high school sites. We also 
conducted research by expanding the scope of research on “public”, which is a new subject in high 
school civic education, and on access to politics for foreign students.

研究分野： 憲法学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究では、高校生の選挙運動、政治活動をめぐる憲法上の問題について整理し、それを憲法学上、とりわけ
表現の自由の観点から捉え直し、一定の方向性を与えることができた。研究の射程は、憲法理論上だけではな
く、学校における人権、そして高校段階の主権者教育、高校公民科の新しい科目である「公共」など、いわゆる
教科内容領域においても、一定の示唆を与え得る研研究成果が得られたと評価し得る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

2015 年 10 月の公職選挙法改正により、18 歳選挙権が実現するだけでなく、18 歳以上の高校

生でも選挙運動ができるようになった。これを契機として、文部科学省から 2015 年 10 月 29 日

付で初等中等教育局長通知「高等学校等における政治的教養の教育と高等学校等の生徒による

政治的活動等について」（以下、2015 年通知）が出され、それを受けた形で総務省と文部科学省

による高校生向けの副教材『私たちが拓く日本の未来』が発表された。 

2015 年通知によって、高校生の政治活動全般を制限していた 1969 年 10 月 31 日付の初等中

等教育局長通知「高等学校における政治的教養と政治的活動について」が廃止されたことから、

マスコミの報道などでは「高校生の政治活動の解禁」といった見出しが多く見られた。しかし、

憲法からすれば、そもそも政治活動（選挙運動も含む）は憲法 21 条の表現の自由によって保障

されているのであり 、「解禁」というのは正確な表現ではないという状況であった。 
 
２．研究の目的 
本研究では 、（１）高校生の政治活動、（２）高校生の選挙運動、（３）学校の政治的中立性に

ついて、憲法学の観点から考察し、高等学校教育段階における諸問題を明らかにするとともに、

高校現場への提言などについて検討することとした。 

 
３．研究の方法 
主として文献調査および高校の教員に対するインタビュー調査を実施した。同時にアウトリ

ーチとして、高校生向けの企画について参画し、実践的な検証を行った。 
 
４．研究成果 

まず（１）に関する領域については、関連する判例自体が1960・70年代の学園紛争のころの

もの、すなわち暴力的な行為を伴うような行為がきっかけとなって生じた事件が多く、本研究

では、高校生の平穏な政治活動を前提とした判例理論・憲法理論の見直しを、高校教員との協

力の下、行った。とりわけ学校現場では、主権者教育の重要性は認識しているものの、安保法

制などの具体的な政治活動に生徒が関係することについてのネガティブな雰囲気が存在し、そ

れは生徒の政治活動へのコミットも阻害していることが改めて判明した。 

（２）について、文部科学省・総務省の『私たちが拓く日本の未来』の中では、公職選挙法に

忠実に、すなわち高校生に対する禁止事項が中心に記述されているが、本来、憲法からすれば

自由であるべき行為についても暗に萎縮を迫るような記述となっていることを明らかにした。

またTwitterによる選挙運動など、従来の憲法学ではあまり検討されてこなかった高校生の選挙

運動をめぐる諸問題を比較法的な観点も含め、総合的に考察し、後述するアウトリーチ活動に

おいて教材として提供した。 

（３）については、制度的側面よりも、教育内容に重点を置き、研究を進めた。すなわち 18

歳選挙実現に伴い、主権者教育が再度、注目を浴びており、『私たちが拓く日本の未来』でも

高校現場への指針が提案されたが、まだ内容面では十分とは言えないところがあった。たとえ

ば選挙に関連する項目について、従来の公民科教育と同様に、単なる知識の教授の域を出てお

らず、かつ模擬投票、模擬請願など学校や教室での「模擬的」な話題が多く、政治的なリアリ

ティーさを欠いている。とりわけドイツをはじめとしたヨーロッパにおける政治リテラシー教

育の観点から見ると、十分とは言い難いことが判明し、それを踏まえ、後述するアウトリーチ

活動も経ながら、教材を開発した。たとえば高校生に向けた教材として『高校生のための憲法入

門』、高校の教員などにも向けた『図録日本国憲法』『教職課程のための憲法入門〔第２版〕』を



刊行し、教材面でも高校生の政治活動・選挙運動について啓蒙することができた。高校の新しい

科目である「公共」についても、高校の授業の具体的な展開を前提として研究を進め、『未来の

市民を育む「公共」の授業』などを書籍として刊行した。 

 

アウトリーチ活動として、2017 年８月に沖縄国際大学のおきなわ県民カレッジ連携講座「う

まんちゅ定例講座―法と政治の諸相」の第 4 回において、研究分担者・安原陽平が「学校と人権」、

研究協力者の城野一憲が「高校生の『政治活動の自由』の現在」と称して、市民向け講演会を実

施した。理論を踏まえた現場への提言活動を積極的に展開し、2018 年 10 月には、ちゅらマナー

プロジェクト（沖縄県教育委員会等主催）に参画した。その一環として、「高校生と選挙の関り

方について考えるフォーラム」にて、研究分担者の安原が基調講演「高校生と選挙権」を行い、

パネルディスカッション「高校生と選挙の関り方について」にも参加した。本フォーラムに向け

て、選挙に関する高校生によるプレゼンテーションも行われたが、事前のワークショップや大学

生との意見交換会もファシリテーターとして、実践的な提言を行うとともに、高校生段階の現実

の諸問題についてアプローチした。また研究分担者の小池が、2019 年２月に茨城県立伊奈高等

学校において、INA キラプロジェクト「通ってた学校が無くなる！？ 高校生が学校統廃合問題

を考えてみたら」に参画し、講演とともに、その講演を踏まえての高校生の議論をファシリテー

トした。加えて、研究分担者・小池による講演「〈わたし〉たちの政治参加」「選挙政治を楽しむ

ための心得入門」などにおいて、一般市民に向けても研究成果を発信することができた。加えて

教員免許更新講習などを通じて、現職の高校教員などにも研究成果を還元することもできた。 

 

 そのほか、当初の研究目的・計画よりも進展した点について述べると、まず高校生の政治活

動の背景理論として、憲法パトリオティズムに取り組んだ。とりわけ研究代表者・斎藤一久が2

017年に憲法理論研究会の春期研究総会で「日本における憲法パトリオティズム論の展開」と題

して報告を行い、研究成果の一部を発表した。生徒の政治活動や選挙運動などの前提となる市民

のエンパワーメントとしての憲法パトリオティズムに応用可能性について、2017年に沖縄国際

大学の沖縄法政研究所において「憲法パトリオティズムと沖縄」と題して、研究代表者・斎藤が

講演を行った。 

また高校公民科の新しい科目である「公共」についても研究の射程を広げることができた点が

進展した点として挙げられる。「公共」の再定義、そして「公共」の中での民主主義、人権の問

題について、高校生の政治参加の観点も踏まえながら検討を加えることができた。さらに選挙に

おいて投票権がない外国籍の生徒の政治へのアクセスについても、研究分担者・安原による沖縄

国際大学沖縄法政研究所第 72 回研究会報告「外国籍の子どもと修学―権利・制度・運用―」、研

究代表者・斎藤の「日本国憲法・国内法と外国人の子ども」『外国人の子どもの白書』などを通

じて、研究の射程を広げることができ、今後、さらなる発展研究への基礎的な視座を得ることが

できた。 

最後に 2018 年６月にソウルで開かれた国際憲法学会に研究代表者・斎藤および研究分担者・

小池が参加し、表現の自由をめぐる諸問題、未成年者の権利をめぐる諸問題についてのセッショ

ンで各国の状況に関する情報を収集するとともに、各国の憲法学者との交流を深め、今後の国際

共同研究についての可能性を模索することができた。 
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